
代 表 質 問 の 通 告 議 員 と 要 旨 一 覧

§６番 中 村 亮 太 （創政会）

１．「オープン」と協働の推進について

（１）予算案に対する思いについて

（２）「オープン」の成果と協働について

（３）加古川市役所一体となった協働にむけて

２．議会版事務事業評価決議について

（１）議会版事務事業評価決議について

３．子育て日本一について

（１）プロモーションと都市間競争について

（２）待機児童対策について

（３）子育て世代包括支援センター増設と子ども版地域ケア会議について

４．地域包括ケアシステム構築について

（１）数値目標について

（２）地域ケア推進会議について

（３）地域の在り方について

（４）第７期の介護保険事業計画の策定について

５．中心市街地活性化について

（１）加古川駅南地区について

（２）加古川駅北地区について

６．公共施設等総合管理計画と学校園の今後について

（１）公共施設等総合管理計画と学校園の今後について

７．命の大切さを学ぶことについて

（１）命の大切さを学ぶことについて

８．教育現場のオープンについて

（１）教育現場のオープンについて



§２０番 木 谷 万 里 （志政加古川）

１．まちづくりの進め方について

（１）市長の「市民協働」の考え方、進め方について

（２）共通ポイント制度について

（３）市民生活あんしん課から生活安全課に名称変更する理由について

（４）ウェルネス推進課・男女共同参画センターの移管について

（５）職員、市民の意識改革の施策や条例制定について

（６）協働推進部に配属を希望する職員の公募の狙いと効果について

２．出産と子育て支援について

（１）今後の子育て世代包括支援センターのあり方について

（２）子育て世代との協働について

（３）学習支援の連携体制について

（４）こどもの貧困対策について

（５）「子育てするなら加古川」をＰＲできる市の施策について

３．義務教育のあり方について

（１）義務教育を保障する学校の適正規模について

（２）小中一貫教育に対する本市の考え方と今後の進め方について

（３）本市における中等教育について

（４）学校運営協議会の設置（コミュニティスクール）の推進について

（５）いじめのない学校づくりについて



§２５番 相 良 大 悟 （公明党議員団）

１．「出産と子育て支援」について

（１）予防接種費用助成対象についての考え方について

（２）「子育て世代包括支援センター」の効果と課題及び新設の事業内容につ

いて

（３）待機児童解消対策の今後の見通しと取り組みについて

２．「文化の振興」について

（１）企業版ふるさと納税制度の活用による「棋士のまち加古川」のＰＲ効果

について

（２）「かこがわ将棋プラザ」の事業内容と効果について

（３）将棋を生かした新たな事業の内容について

（４）プロ棋士による出前教室の現状について

３．「ごみの焼却量の削減に向けた取り組み」について

（１）ごみ削減施策の効果について

（２）食品ロス削減啓発の実施対象について

４．「にぎわいの中で暮らせるまちをめざして」について

（１）農業振興における人材育成事業について

（２）市内企業への就職後押し支援の効果について

（３）人材の流出抑止、ＩＵターン効果の対策について

（４）ＰＲ動画の観光大使の起用及び内容について

（５）「加古川ギュッとメシ」の反響と今後の位置づけについて

５．「公園整備」について

（１）日岡山公園のアンケート調査結果に対するご所見について

６．「シティプロモーションの推進」について

（１）ＬＯＯＫ！ＫＡＫＯＧＡＷＡの検証結果について

（２）今後の取り組みについて

７．「公共施設等総合管理計画」について

（１）「公共施設等総合管理計画」の今後の具体的なビジョンについて



§２３番 村 上 孝 義 （新市民クラブ）

１．人口ビジョンと地方創生総合戦略について

（１）人口ビジョンのフォローについて

（２）地方創生総合戦略について

２．歳入歳出対策について

（１）ネーミングライツ等の導入について

（２）ふるさと納税の充実について

３．加古川駅と東加古川駅周辺地区整備について

（１）加古川駅と東加古川駅周辺地区整備の考え方について

（２）加古川駅北３１街区（自動車整理場）への複合施設整備について

４．日岡山公園と権現総合公園の整備について

（１）日岡山公園の整備について

（２）権現総合公園の整備について

５．幹線道路整備について

（１）国道２号４車線拡幅対面通行化と加古川橋の架け替えについて

（２）東播磨道の延伸について

（３）播磨臨海地域道路について

（４）新加古川大橋と関連４路線について

６．広域的な都市間連携等について

（１）東播臨海広域行政協議会の連携強化について

（２）連携中枢都市圏制度の取り組みについて

（３）中核市への移行の調査研究状況について


